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規 則

三 重 県 教 育 委 員 会 事 務 局 組 織 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日

三 重 県 教 育 委 員 会 委 員 長 岩 崎 恭 典

三 重 県 教 育 委 員 会 規 則 第 八 号

三 重 県 教 育 委 員 会 事 務 局 組 織 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

三 重 県 教 育 委 員 会 事 務 局 組 織 規 則 （ 昭 和 四 十 三 年 三 重 県 教 育 委 員 会 規 則 第 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 五 条 中 第 十 一 号 を 削 り 、 第 十 二 号 を 第 十 一 号 と し 、 第 十 三 号 か ら 第 十 八 号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 上 げ る 。

第 十 三 条 中 第 四 号 を 第 五 号 と し 、 第 三 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

四 三 重 県 い じ め 対 策 審 議 会 に 関 す る こ と 。

第 二 十 五 条 第 一 項 の 表 中 、 教 育 改 革 推 進 監 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

「

学 力 向 上 推 進 監 本 庁 に 限 る 。 上 司 の 命 を 受 け て 、 学 力 向 上 に 関 す る 事 務

を 処 理 す る 。

」

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 三 重 県 教 育 委 員 会 教 育 長 事 務 専 決 規 則 の 一 部 改 正 ）

２ 三 重 県 教 育 委 員 会 教 育 長 事 務 専 決 規 則 （ 昭 和 三 十 一 年 三 重 県 教 育 委 員 会 規 則 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

別 表 事 務 局 の 項 中 「 教 育 改 革 推 進 監 」 の 下 に 「 学 力 向 上 推 進 監 」 を 加 え る 。
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告 示

三重県教育委員会告示第14号

三重県教育委員会公印規則（昭和33年三重県教育委員会規則第19号）第2条の規定による公印を次のとおり改
刻します。

平成26年3月31日
三 重 県 教 育 委 員 会

1 公 印 名 三重県立尾鷲高等学校長印
2 寸 法 方23ミリメートル
3 印 影

4 使 用 範 囲 公文書用
5 使用開始日 平成26年4月1日

三重県教育委員会告示第15号

三重県立高等学校授業料減免及び徴収猶予要綱の一部を改正する告示を次のように定めます。
平成26年3月31日

三重県教育委員会教育長 山 口 千 代 己
三重県立高等学校授業料減免及び徴収猶予要綱の一部を改正する告示

三重県立高等学校授業料減免及び徴収猶予要綱（平成14年教育委員会告示第4号）の一部を次のように改正す
る。
第1条中「三重県税外収入通則条例（昭和39年三重県条例第13号）第2条」を「三重県公債権の徴収に関する

条例（昭和39年三重県条例第13号）第3条」に改める。
第6条第3項第1号中「その他の事情により、②と同程度に生活が困窮している世帯に属する生徒」を「家計

急変による経済的理由から授業料の納付が著しく困難と教育長が認める生徒」に改め、同条第2項中「地方税法（昭
和25年法律第226号）第294条の規定により、親権者に市町村民税均等割が課税されており、かつ、市町村民税の
所得割額が教育長が定める額未満となる世帯に属する」を「保護者等の市町村民税所得割の額が、高等学校等就
学支援金の支給に関する法律施行令（平成22年政令第112号）第4条第2項第2号に定める額未満となる」に、「災
害等により居住している家屋が、床上浸水等の被害を受け、その家財道具等居住用資産の大半について損害があ
り、かつ市町村民税の所得割額が教育長が定める額未満となる世帯に属する生徒」を「家計急変による経済的理
由から授業料の納付が困難と教育長が認める生徒」に改め、「③ その他の事情により、①と同程度に生活が困
窮している世帯に属する生徒」を削る。
第7条の次に次の1条を加える。

第8条 この告示による減免及び猶予の認定は、法令その他別に定めるもののほか、高等学校等就学支援金の支
給に関する法律（平成22年法律第18号）第4条に定める就学支援金の支給を受ける資格を有することについての
認定の例により行う。

附 則
この告示は、平成26年4月1日から施行する。

三重県教育委員会告示第16号

三重県高等学校授業料滞納整理事務取扱要綱の一部を改正する告示を次のように定めます。
平成26年3月31日

三重県教育委員会教育長 山 口 千 代 己
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三重県高等学校授業料滞納整理事務取扱要綱の一部を改正する告示
三重県高等学校授業料滞納整理事務取扱要綱（平成15年教育委員会告示第21号）の一部を次のように改正する。
第1条中「三重県高等学校条例（昭和39年三重県条例第46号）」を「三重県公債権の徴収に関する条例（昭和

39年三重県条例第13号。以下「公債権徴収条例」という。）に基づき、三重県立高等学校条例（昭和39年三重県
条例第46号。以下「条例」という。）」に改める。
第2条第2項及び第3項を削る。
第3条を削る。
第4条を次のように改め、同条を第3条とする。
（督促）

第3条 校長は、未納が確認された場合には、督促状（第1号様式）により督促を行う。
2 前項で確認された未納額のほかにも未納となっている授業料がある場合には、前項の未納額と併記する。
第3条の次に次の1条を加える。
（債権管理）

第4条 校長は、前条により未納を確認した場合には、当該授業料未納者について、債権管理簿（第2号様式）
に記録し、未納となっている授業料が納付されるまで、納付指導等の経過等を記載し、適切に管理しなければ
ならない。

2 校長は、前項の記録簿により、債権管理について自己検査を行う。
第5条から第7条を次のように改める。
（納付指導）

第5条 校長は、次の各号により、適切な納付指導を行う。
一 文書通知
二 面談
三 分納誓約書の徴収

2 前項第1号の文書通知は、催告書（第3号様式）の例より行う。
3 第1項第2号の面談は、呼出状（第4号様式）の例により通知する。
4 分納をさせる場合は、誓約書兼納入計画書（第5号様式）の例により分納誓約書を提出させる。
（教育長通知）

第6条 校長は、督促状で指定した納付期限を経過した授業料未納者に対し、前条による納付指導を行ったにも
かかわらず、納付がない場合には、教育長による通知を依頼できる。

2 教育長は、前項の依頼があった場合には、必要に応じ、授業料未納者に対し、教育長名により通知を行う。
（法的措置）

第7条 校長は、授業料未納者に対し、前条により通知したにも関わらず、その納付期限までに納付がない場合
には、申立依頼書（第6号様式）により、教育長に民事訴訟法（平成8年法律第109号。以下「民事訴訟法」
という。）第383条に規定する支払督促の申立てを依頼できる。

2 教育長は、前項の依頼があった場合には、必要に応じ、支払督促を申し立てる。
3 校長は、前項の申立てに協力するものとする。
第7条の次に次の2条を加える。
（民事執行等）

第8条 校長は、債務名義を取得後も納付がない場合には、授業料未納者の勤務先、財産状況を把握したうえで、
教育長に、民事執行法（昭和54年法律第4号）第2条に規定する民事執行の申立てを依頼できる。
（その他）

第9条 この要綱に定めるもののほか、授業料滞納整理事務の取扱いに関し必要な事項は、公債権徴収条例に定
めるところによる。
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第1号様式を次のように改める。
第1号様式

     第    号 

  年  月  日 

 

（生徒氏名） 

（保護者氏名）  様 

 

三重県立   高等学校長 印 

 

督   促   状 

 

 このことについて、あなたに対し、下記期日までに未納となっている高等学校授業料等の納付

を求めます。 

記 

 

1  未納授業料等       年  月分 

2  未納金額（内訳） 

    高等学校授業料         円 

            学校諸費            円 

            合計              円 

3  指定する納付期限       年  月  日 

 

 なお、あなたは、上記以外にも次の授業料等が未納となっています。 

また、本状を受け取る前に、納付済の場合には、行き違いですのでご容赦ください。 

 

未納月 高等学校授業料 学校諸費 計 

  年  月分    

  年  月分    

  年  月分    

合計    

 

事務担当 三重県立  高等学校 

  事務担当 

  電話 
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第2号様式を次のとおり改める。
第2号様式（その1）

債 権 管 理 簿 学校名 整理番号

債権の名称 高等学校授業料 及び 学校諸費 債権の種類 非強制徴収公債権 及び 私債権

生徒氏名 電話

住居所（〒 － ） 就労場所（就労している場合）

保護者氏名 電話

住居所（〒 － ） 就労場所（就労している場合）

入学年月日 入学

休学期間（その１） ～ ・ ・

休学期間（その２） ～ ・ ・

・ ・

・ ・

・ ・卒業、退学、転学年月日 卒業・退学・転学

【授業料について、民事訴訟法に定める支払督促の申立てを行った場合は、以下に状況を記載】

支払督促
申立額

債務名義取得
年月日

強制執行
年月日

【授業料について、納付が無く、時効の完成による不納欠損を行った場合には、以下に状況を記載】
時効完成
年月日

備考 １ 本様式は、必要に応じ、適宜修正して使用することができる。

支払督促
申立年月日

修
学
の
状
況

授
業
料
未
納
者

完納
年月日

強制執行に
よる回収額

時効起算
年月日 処理年月日 備考欠損額
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【授業料】

年月 金額 納付期限
督促状
発送日

第1回
収納日

収納額
第2回
収納日

収納額
第3回
収納日

収納額
第4回
収納日

収納額

【学校諸費】

年月 金額 納付期限
督促状
発送日

第1回
収納日

収納額
第2回
収納日

収納額
第3回
収納日

収納額
第4回
収納日

収納額

※記載例は次のとおりとする。

年月 金額 納付期限
督促状
発送日

第1回
収納日

収納額
第2回
収納日

収納額
第3回
収納日

収納額
第4回
収納日

収納額

H25.4 9,900円 5月12日 5月28日 6月10日 3,000円 6月25日 3,000円 7月11日 3,900円 7月20日 0円
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第2号様式（その3）

 

整理番号 生徒氏名 保護者氏名

備考 事項が発生する都度、別葉にて決裁を受けること。

文書発送・電話・面談・訪問・
その他（ ）

年 月 日

年 月 日

事 項

文書発送・電話・面談・訪問・
その他（ ）

文書発送・電話・面談・訪問・
その他（ ）

文書発送・電話・面談・訪問・
その他（ ）

年 月 日

文書発送・電話・面談・訪問・
その他（ ）年 月 日

文書発送・電話・面談・訪問・
その他（ ）年 月 日

年 月 日
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第3号様式を次のとおり改める。
第3号様式

     第    号 

  年  月  日 

 

（生徒氏名） 

（保護者氏名）  様 

 

三重県立   高等学校長 印 

 

催 告 書 

  

 このことについて、これまで、未納となっている高等学校授業料等の納付を求めてきましたが、

指定した期日を経過したにもかかわらず、納付を確認していません。 

 ついては、未納となっている下記の高等学校授業料等の一括納付を求めます。 

記 

1 未納金額（    年  月  日現在） 

    高等学校授業料         円 

            学校諸費            円 

            合計              円 

2 内訳 

未納月 高等学校授業料 学校諸費 計 

  年  月分    

  年  月分    

  年  月分    

合計    

事務担当 三重県立  高等学校 

  事務担当 

  電話 
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第4号様式を次のとおり改める。
第4号様式

 

第      号 
  年  月  日 

 
 （生徒氏名） 
 （保護者氏名）    様 
 

三重県立  高等学校長   印 
 

呼 出 状 
 

 三重県立高等学校授業料等について、これまで納付を求めてきましたが、    年  
月  日現在、未納となっています。 
 ついては、滞納の事情等を聴取したいので、下記により来校下さい。 

記 
１ 面談日時          年   月   日    時   分から 
２ 面談場所 
３ 面談事項     授業料等の納付について 

事務担当   三重県立   高等学校 授業料担当 

電 話  
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第5号様式を次のとおり改める。
第5号様式

誓約書兼納入計画書 

年  月  日 
 
三重県立    高等学校長  宛て 
 

生徒 

 住所 
 
氏名                   印 
生年月日          年  月  日生 
 

保護者 

住所 
 
氏名                   印 
生年月日          年  月  日生 

 
 私達は、下記の債務を認め、納付計画にもとづいて、三重県が指定する方法により支払
うことを誓約します。 
 なお、今後、下記の納付計画の期日から2回以上、納付が遅延した場合には、その時点
の残金全額を直ちに支払います。 
 万一、残金全額の支払いができない場合には、法的措置を受けても異議ありません。 

記 
1 債務額         金        円 
    （内訳） 授業料  金        円 
         学校諸費 金        円 
 
2 納付計画 

 納入期限 納入金 計 
      年    月から 
      年    月末限り 

    円× 回払い 円 

      年    月から 
      年    月末限り 

    円× 回払い 円 

合 計 円 

 
※ 生徒本人が未成年の場合は、保護者欄への自署・押印が必要です。 
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第6号様式を次のとおり改める。
第6号様式

様式第7号から第13号を削る。
附 則

この告示は、平成26年4月1日から施行する。

第       号 
  年  月  日 

 
 
 三重県教育委員会教育長  宛て 

三重県立   高等学校長 

申立依頼書 
 

 このことについて、下記の者に対する授業料徴収が困難ですので、三重県高
等学校授業料滞納整理事務取扱要綱第7条に基づき、民事訴訟法（平成8年法
律第109号。）第383条に規定する支払督促の申立てによる債権回収を依頼しま
す。  

記 
1 対象生徒名前 
 
2 添付書類 
（1）督促状（写）            第1号様式 
（2）授業料滞納整理記録簿（写）     第2号様式 
（3）誓約書（写） 
 「三重県立高等学校学則の基準に関する規則」に定める第１号様式 

（4）住民票謄本（生徒本人と（3）の誓約書に署名した保護者のもの） 

事務担当   三重県立   高等学校 授業料担当 

 電  話  
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訓 令

教委訓第５号

局 中 一 般
教育関係機関

三重県教育委員会事務局事務決裁及び委任規程の一部を改正する訓令を次のように定めます。
平成26年3月31日

三重県教育委員会委員長 岩 崎 恭 典
三重県教育委員会事務局事務決裁及び委任規程の一部を改正する訓令

三重県教育委員会事務局事務決裁及び委任規程（平成8年教委訓第4号）の一部を次のように改正する。
第2条第8号中「三重県総合文化センター条例（平成6年三重県条例第5号）第1条第2項第4号に規定する

三重県立図書館、三重県立博物館条例（昭和39年三重県条例第49号）第1条に規定する三重県立博物館、斎宮歴
史博物館条例（平成元年三重県条例第6号）第1条に規定する斎宮歴史博物館及び三重県立美術館条例（昭和57
年三重県条例第1号）第1条に規定する三重県立美術館」を「三重県行政組織規則（平成14年三重県規則第35号）
第20条第3項に規定する図書館、総合博物館、美術館及び斎宮歴史博物館」に改め、同条第9号中「副教育長、
同条第2号に規定する次長及び組織規則第25条第1項に規定する監」を「副教育長及び同条第2号に規定する次
長並びに組織規則第25条第1項に規定する総括市町教育支援・人事監及び監」に改め、同条第10号中「課長及び
同条第4号に規定する担当課長並びに組織規則第25条第1項に規定する総括市町教育支援・人事監及び監」を「課
長、同条第4号に規定する担当課長並びに組織規則第25条第1項に規定する市町教育支援・人事監及び監」に改
め、同条第13号中「所長及び三重県立図書館の管理等に関する規則（平成6年三重県教育委員会規則第20号）第
3条第1項第1号に規定する館長、三重県立博物館条例施行規則（昭和45年三重県教育委員会規則第19号）第3
条第1項第1号に規定する館長、斎宮歴史博物館条例施行規則（平成元年三重県教育委員会規則第12号）第3条
第1項第1号に規定する館長及び三重県立美術館条例施行規則（昭和57年三重県教育委員会規則第2号）第3条
第1項第1号に規定する館長」を「所長並びに三重県行政組織規則（平成14年三重県規則第35号）第110条第1
項に規定する図書館の館長、総合博物館の館長、美術館の館長及び斎宮歴史博物館の館長」に改め、同条第14号
中「課長、三重県立図書館の管理等に関する規則（平成6年三重県教育委員会規則第20号）第3条第1項第2号
に規定する課長、斎宮歴史博物館条例施行規則（平成元年三重県教育委員会規則第12号）第3条第1項第2号に
規定する課長、三重県立美術館条例施行規則（昭和57年三重県教育委員会規則第2号）第3条第1項第3号に規
定する課長及び三重県立博物館条例施行規則（昭和45年三重県教育委員会規則第19号）第3条第1項第2号に規
定する副館長」を「課長並びに三重県行政組織規則（平成14年三重県規則第35号）第110条第1項に規定する地
域機関の課長のうち、図書館の課長、総合博物館の課長、美術館の課長及び斎宮歴史博物館の課長」に改める。
第7条の表を次のように改める。
「

」
別表第1共通決裁事項（1）一般事務の表第1項中「各地域機関（博物館を除く。）」を「各地域機関」に改め、

第7項第1号中「第2条第1号、第2号、第7号、第8号及び第9号」を「第2条第1号、第2号及び第8号か
ら第10号まで」に改め、第10項中「特例民法法人」を「清算法人」に改め、第1号から第6号までを削り、同項
第7号中「法」を「民法（平成18年法律第50号による改正前の民法をいう。）」に改め、同号を同項第1号とし、
同項第8号から第24号までを削り、第25号中「第53号」を「第30号」に、「第59号」を「第36号」に改め、同号
を同項第2号とし、第26号から第59号までを23号ずつ繰り上げ、第60号中「第68号」を「第45号」に改め、同号

区分 本庁 地域機関

第 1欄 決裁者 教育長 次長（監を
除く。）

課長（監を
除く。）

所長（総合博
物館及び美術
館を除く。）

総合博物館及
び美術館の館
長

第 2欄 決裁者が不在のとき 副教育長 課長 班長 課長 副館長

第 3欄 決裁者及び第 2欄に
定める代決者がとも
に不在で事務処理上
緊急やむを得ないと
き

代決しよう
とする事務
を所掌する
次長

課長
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を同項第37号とし、第61号から第69号までを23号ずつ繰り上げる。
同表第11項第1号中「第13号、第21号、第39号及び第43号」を「第6号、第21号及び第25号」に改める。
同表第12項中「特例民法法人の移行」を「移行法人」に改め、第1号から第15号までを削り、第16号中「法」を「一

般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴
う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号。次号から第26号までにおいて「法」という。）」に改め、
同号を同項第1号とし、第17号から第22号までを15号ずつ繰り上げ、第23号から第25号までを削り、第38号中「第
133条第2項、第3項」を「第133条第3項」に改め、第26号から第44号までを18号ずつ繰り上げる。
同表第15項を次のように改める。

15 三重県公債権
の徴収に関す
る条例（昭和
39年三重県条
例第13号）の
施行に関する
事務（本庁の
所掌に属する
ものに限る。）

1 条例第3条の規定による徴収猶予
及び減免（県立学校の授業料に係る
ものを除く。）

○

2 条例第4条第2項第2号ハの規定
による額の決定 ○

3 条例第5条の規定による督促 ○
4 条例第6条第1項の規定による延
滞金の徴収 ○

5 条例第6条第5項の規定による延
滞金の減免 ○

6 条例第8条の規定による強制徴収
公債権の処分 ○

7 条例第9条第1号の規定による非
強制徴収公債権に対する担保の処分
等

○

8 条例第9条第2号の規定による非
強制徴収公債権に対する強制執行の
措置

○

9 条例第10号の規定による納期限の
繰上げ ○

10 条例第11条第1項の規定による配
当の要求その他公債権の申出 ○

11 条例第11条第2項の規定による公
債権の保全措置 ○

12 条例第12条の規定による非強制徴
収公債権の徴収停止 ○

同表第24項を第26項とし、第16項から第23項までを2号ずつ繰り下げ、第15項の次に次のように加える。
16 三重県債権の

管理及び私債
権の徴収に関
する条例の施
行に関する事
務（本庁の所
掌に属するも
のに限る。）

1 条例第6条の規定による督促 ○
2 条例第7条第1項の規定による遅
延損害金の徴収 ○

3 条例第7条第6項の規定による遅
延損害金の減免 ○

4 条例第8条第1号の規定による担
保の処分等 ○

5 条例第8条第2号の規定による強
制執行の措置 ○

6 条例第9条の規定による履行期限
の繰上げ ○

7 条例第10条第1項の規定による配
当の要求その他私債権の申出 ○

8 条例第10条第2項の規定による私
債権の保全措置 ○

9 条例第11条の規定による徴収停止 ○

10 条例第12条の規定による履行延期
の特約等 ○

11 条例第13条の規定による免除 ○
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12 条例第14条の規定による私債権の
放棄 ○

17 三重県債権の
管理及び私債
権の徴収に関
する条例施行
規則の施行に
関する事務
（本庁の所掌
に属するもの
に限る。）

1 施行規則第5条第1項の規定によ
る債権管理簿の整備 ○

2 施行規則第5条第1項の規定によ
る検査の実施 ○

3 施行規則第11条の規定による延納
担保の提供等 ○

4 施行規則第16条の規定による債権
処理計画の策定及び公表 ○

別表第 2個別決裁事項中（3）教職員課の表第 6項第 1号を次のように改める。
6 公立学校教職員の
任免に関する事務

1 地方公務員法第6条の規定に
よる県立学校教職員の任免
⑴ 教諭、助教諭、養護教諭、
養護助教諭、栄養教諭、講師
（常勤の者に限る。）、実習助
手、寄宿舎指導員、事務職員、
技術職員、学校司書及び学校
栄養職員に係るもの（上記の
うち、本庁の課長補佐級以上
に相当するものを除く。以下
「一般教職員」という。）

○

⑵ 現業職員に係るもの ○

⑶ 臨時的任用職員に係るもの ○

⑷ 非常勤職員に係るもの ○

⑸ 公立学校職員の退職手当に
関する条例（昭和30年三重県
条例第11号）第8条の3第8
項の規定による応募による退
職が予定されている職員であ
る旨の認定

○

同表（11）保健体育課の表第3項第1号中「文部省体育局長通知」を「文部省体育局長通達」に「取扱要領」
を「取扱実施要領」に改め、同項第2号中「要綱10の（3）」を「要綱9の（3）」に改める。
同表（14）市町教育支援・人事担当の表を次のように改める。

区

分
事務の種類 事 項

決裁区分
地
域
機
関
の
名
称

教
育
長

専決者
受
任
者

本庁 地域機関
所
長次

長
課
長

班
長

所
長

課
長

1 公立学校教職員の
任免に関する事務

地方教育行政の組織及び運営に
関する法律第37条の規定による市
町立小中学校の県費負担教職員の
任免
⑴ 一般教職員に係るもの
採用方針の決定及び採用以外の

もの ○

⑵ 教育公務員特例法（昭和24
年法律第1号）の適用を受け
る臨時的任用職員及び女子教
職員の出産に際しての補助教
職員の確保に関する法律（昭
和30年法律第125号）第3条の
規定による臨時的任用職員に
係るもの

○
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附 則
この訓令は、平成26年4月1日から施行する。

⑶ 前号に掲げる以外の臨時的
任用職員に係るもの ○

⑷ 非常勤講師及び事務嘱託員
に係るもの ○

⑸ 公立学校職員の退職手当に
関する条例（昭和30年三重県
条例第11号）第8条の3第8
項の規定による応募による退
職が予定されている職員であ
る旨の認定

○

2 公立学校教職員の
分限に関する事務
（一般教職員に係
るもの。）

法第28条第2項第1号の規定に
よる休職

小中学校教職員に係るもの ○

3 公立学校教職員の
服務に関する事務

履歴事項等の証明

小中学校教職員に係るもの ○
4 地方公務員の育児
休業等に関する法
律（平成3年法律
第110号）の施行
に関する事務（公
立学校教職員に係
るもの。）

1 法第2条第1項の規定による
育児休業の承認

小中学校教職員に係るもの ○
2 法第3条第3項の規定による
育児休業の期間延長の承認

小中学校教職員に係るもの ○
3 法第5条第2項の規定による
育児休業の承認の取消し

小中学校教職員に係るもの ○
4 法第6条の規定による臨時的
任用の承認
小中学校教職員に係るもの ○

5 法第10条第1項の規定による
育児短時間勤務の承認
小中学校教職員に係るもの ○

6 法第11条第2項の規定による
育児短時間勤務の期間の延長
小中学校教職員に係るもの ○

7 法第12条の規定による育児短
時間勤務の承認の取消し
小中学校教職員に係るもの ○

8 職員の育児休業等の承認の請
求手続等に関する規則（平成4
年三重県人事委員会規則12－
11）第5条第1項の規定による
届出に関する事務

小中学校教職員に係るもの ○
5 教育職員免許法
（昭和24年法律第
147号）の施行に
関する事務

講習規則第9条第2項第1号の
規定による免許状更新講習を受講
できる者であることの証明

小中学校に係るもの ○
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教委訓第６号

各 県 立 学 校
支出負担行為等の権限の三重県立学校長に対する委任に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定めま

す。
平成26年3月31日

三重県教育委員会委員長 岩 崎 恭 典
支出負担行為等の権限の三重県立学校長に対する委任に関する規程の一部を改正する訓令

支出負担行為等の権限の三重県立学校長に対する委任に関する規程（昭和62年教委訓第5号）の一部を次のよ
うに改正する。
第1条中「及び財産」を「、財産、公債権の徴収及び私債権の徴収」に改める。
第2条に次の2号を加える。
（5）公債権の徴収に関すること。

三重県公債権の徴収に関する条例（昭和39年三重県条例第13号）の規定による次の事務に関すること。
ア 条例第4条第2項第2号ハの規定による額の決定
イ 条例第5条の規定による督促
ウ 条例第6条第1項の規定による延滞金の徴収
エ 条例第6条第5項の規定による延滞金の減免
オ 条例第8条の規定による強制徴収公債権の処分
カ 条例第9条第1号の規定による非強制徴収公債権に対する担保の処分等
キ 条例第9条第2号の規定による非強制徴収公債権に対する強制執行の措置
ク 条例第10条の規定による納期限の繰上げ
ケ 条例第11条第1項の規定による配当の要求その他公債権の申出
コ 条例第11条第2項の規定による公債権の保全措置

（6）私債権の徴収に関すること。
ア 三重県債権の管理及び私債権の徴収に関する条例（平成26年三重県条例第2号）の規定による次の事
務に関すること。

（ア）条例第6条の規定による督促
（イ）条例第7条第1項の規定による遅延損害金の徴収
（ウ）条例第7条第6項の規定による遅延損害金の減免
（エ）条例第8条第1号の規定による担保の処分等
（オ）条例第8条第2号の規定による強制執行の措置
（カ）条例第9条の規定による履行期限の繰上げ
（キ）条例第10条第1項の規定による配当の要求その他私債権の申出
（ク）条例第10条第2項の規定による私債権の保全措置
イ 三重県債権の管理及び私債権の徴収に関する条例施行規則（平成26年三重県規則第18号）の規定によ
る次の事務に関すること。

（ア）施行規則第5条第1項の規定による債権管理簿の整備
（イ）施行規則第5条第1項の規定による検査の実施
（ウ）施行規則第11条の規定による延納担保の提供等
附 則

この訓令は、平成26年4月1日から施行する。

教委訓第７号

各 県 立 学 校
三重県立学校事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定めます。
平成26年3月31日

三重県教育委員会委員長 岩 崎 恭 典
三重県立学校事務決裁規程の一部を改正する訓令

三重県立学校事務決裁規程（平成15年教委訓第1号）の一部を次のように改正する。
別表中第9項を削り、第10項を第9項とし、第11項を第10項とし、第12項から第14項までを1項ずつ繰り上げ、
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第16項を第18項とし、第15項を第17項とし、第13項の次に次のように加える。

附 則
この訓令は、平成26年4月1日から施行する。

14 三重県公債権の徴収に
関する条例（昭和39年
三重県条例第13号）

1 条例第4条第2項第2号ハの規定によ
る額の決定 ○

2 条例第5条の規定による督促 ○

3 条例第6条第1項の規定による延滞金
の徴収 ○

4 条例第6条第5項の規定による延滞金
の減免 ○

5 条例第8条の規定による強制徴収公債
権の処分 ○

6 条例第9条第1号の規定による非強制
徴収公債権に対する担保の処分等 ○

7 条例第9条第2号の規定による非強制
徴収公債権に対する強制執行の措置 ○

8 条例第10条の規定による納期限の繰上
げ ○

9 条例第11条第1項の規定による配当の
要求その他公債権の申出 ○

10 条例第11条第2項の規定による公債権
の保全措置 ○

15 三重県債権の管理及び
私債権の徴収に関する
条例（平成26年三重県
条例第２号）

1 条例第6条の規定による督促 ○

2 条例第7条第1項の規定による遅延損
害金の徴収 ○

3 条例第7条第6項の規定による遅延損
害金の減免 ○

4 条例第8条第1号の規定による担保の
処分等 ○

5 条例第8条第2号の規定による強制執
行の措置 ○

6 条例第9条の規定による履行期限の繰
上げ ○

7 条例第10条第1項の規定による配当の
要求その他私債権の申出 ○

8 条例第10条第2項の規定による私債権
の保全措置 ○

16 三重県債権の管理及び
私債権の徴収に関する
条例施行規則（平成26
年三重県規則第18号）

1 施行規則第5条第1項の規定による債
権管理簿の整備 ○

2 施行規則第5条第1項の規定による検
査の実施 ○

3 施行規則第11条の規定による延納担保
の提供等 ○
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公 告

三重県教育委員会公告

公立幼稚園の廃止届を次のとおり受理しました。
平成26年3月31日

三 重 県 教 育 委 員 会

公立学校の廃止届を次のとおり受理しました。
平成26年3月31日

三 重 県 教 育 委 員 会

名 称 廃止しようとする日 廃 止 の 理 由

志摩市立波切幼稚園 平成26年3月31日 幼保一体化施設「大王幼保園」が開設されるため

志摩市立神明幼稚園 平成26年3月31日
「志摩市立保育所・幼稚園等再編計画」により再
編するため

名 称 廃止しようとする日 廃 止 の 理 由

志摩市立畔名小学校 平成26年3月31日 波切小学校と再編するため

志摩市立越賀中学校

平成26年3月31日 越賀中学校、片田中学校及び和具中学校の3校を
再編し、志摩中学校を設置するため志摩市立片田中学校

志摩市立和具中学校

南伊勢町立五ヶ所小学校

平成26年3月31日
五ヶ所小学校、穂原小学校、宿田曽小学校及び南
海小学校の4校を統合し、南勢小学校を設置するた
め

南伊勢町立穂原小学校

南伊勢町立宿田曽小学校

南伊勢町立南海小学校

南伊勢町立南島中学校
平成26年3月31日 南島中学校及び南島西中学校を統合し、南島中学

校を設置するため
南伊勢町立南島西中学校

四日市市立塩浜小学校
平成26年3月31日 塩浜小学校及び三浜小学校を統合し、塩浜小学校

を設置するため
四日市市立三浜小学校
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公立幼稚園の設置届を次のとおり受理しました。
平成26年3月31日

三 重 県 教 育 委 員 会

公立学校の設置届を次のとおり受理しました。
平成26年3月31日

三 重 県 教 育 委 員 会

正 誤

平成26年3月17日付け教育公報第1687号に登載しました、三重県総合博物館条例施行規則中
ページ 3 行 下から7

誤
「次に揚げる事務」

正
「次に掲げる事務」

名 称 位 置 設置しよう
とする日 設 置 の 理 由

志摩市立大王幼稚園 志摩市大王町波切
3243番地1

平成26年
4月1日

幼保一体化施設「大王幼保園」が
開設されるため

名 称 位 置 設置しよう
とする日 設 置 の 理 由

志摩市立志摩中学校 志摩市志摩町和具303番地 平成26年
4月1日

越賀中学校、片田中学校及び和具
中学校の3校を再編し、志摩中学校
を設置するため

南伊勢町立南勢小学校 度会郡南伊勢町五ヶ所浦
3755

平成26年
4月1日

五ヶ所小学校、穂原小学校、宿田
曽小学校及び南海小学校の4校を統
合し、南勢小学校を設置するため

南伊勢町立南島中学校 度会郡南伊勢町東宮1033 平成26年
4月1日

南島中学校及び南島西中学校を統
合し、南島中学校を設置するため

四日市市立塩浜小学校 四日市市塩浜町1 平成26年
4月1日

塩浜小学校及び三浜小学校を統合
し、塩浜小学校を設置するため
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